
(4)畜 産食品にお ける寄生虫駆除剤の残留実態調査

ア 調査 目的

現在、畜産現場では生産性向上のため動物用医薬品が必需品となり、多種多様の製品が出回 っ

ている。我が国において、許可されている家畜寄生虫の予防や治療用の寄生虫駆除剤(以 下、駆

虫薬)は 、残留規制のある抗菌性物質を除いて、大部分は残留規制値の設定 されていない薬剤で

ある。 これに対 して諸外国では既 に、FAO/WHOな どにおいて20種 類近 くの薬剤を対象に残

留基準値(表-1)が 設定 されている。

平成6年1月 、駆虫薬3種 類を含む7種 類 の動物用医薬品について、厚生大臣から食品衛生調

査会に対 し、基準値設定に向けての諮問がな された。今後、順次他の駆虫薬についても諮問がな

されてい くものと思われる。すでに国内で許可 されている薬剤については、用法、用量、休薬期

間が定め られているが、不適正に使用 した場合、あるいは休薬期間を遵守 しなかったなどの場合

には乳、食肉などの動物性食品に薬剤が残留する可能性がある。

いっぽう、駆虫薬の大部分は分類上抗菌性物質以外の化合物で、食品中の残留分析法が確立 さ

れている薬剤は少な く、残留実態調査 もほとん ど行われていないのが現状である。また、人体に

対する毒性 の研究 もあまりなされていないが、一部には ヒトへの影響について指摘 されている。

そこで、今年度 は牛の肝臓 に寄生する吸虫類(肝 蛭症)の 駆虫薬のうち、検査法の確立 してい

る5種 類の薬剤について、国産の牛乳、牛肉及び牛肝臓を対象 として残留実態調査をした。

イ 調査内容

(ア)実 施期間 平成6年4月 か ら平成7年3月 まで(新 規)

(イ)調 査実施方法及び対象施設

牛乳:都 内百貨店、スーパーマーケ ッ ト等か ら買い上 げにより収集

牛肉、牛肝臓:食 肉処理業者 より買 い上 げにより収集

(ウ)調 査品目

(1)各 種食品中の肝蛭駆虫薬残留調査………牛乳(60品 目)、 牛肉 ・牛肝臓(各20品 目)

(2)検 査項 目 ビチオノール、 プロモフェノホス、 ニ トロキシニール、 トリブロムサ ラン、

オキシクロザニ ド 計5薬 剤

(エ)検 査機関 都立衛生研究所 乳肉衛生研究科 乳研究室

ウ 試験方法

肝蛭駆虫薬の残留調査

竹葉、松本、「乳、乳製品への肝蛭駆除剤ニ トロキ シニールの移行 と残留」

日本公衛誌 第39-2号1992に 示 された方法に準拠 した。

HPLC条 件

(ア)ニ トロキ シニール

カラム:LiChrospher100, PR-18

検出器:ECD、UV

(イ)ビ チオ ノール、ブロモフェノホス、 トリブロムサラン、オキ シクロザニ ド

カラム:Kaseisorb LC ODS-300-5

検出器:ECD、UV

(ウ)検 出限界値

牛乳中の各肝蛭駆虫薬の検出限界値0.01μg/g
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乳牛、牛肝臓中の各肝蛭駆虫薬 の検出限界値0.05μg/g

エ 調査結果

(ア)牛 乳

牛の肝蛭症は、牧草 などの摂取 と関連性があるとされ、薬剤の季節的消長 も考慮 して、5月、

9月 、11月 、12月 にサ ンプリングを行 った。 また、原乳の生産地を表示から判定で きたもの

は49検 体で、地域的には東北、北海道、関東、中部地方など東 日本が主であった。 しか し、乳

牛 の成育環境、飼育方法な どの状況 については不明であった。

駆虫薬は、比較的熱 に安定と思われ る(ニ トロキ シニールについては、加熱乾燥工程 のある

粉乳中にその残留がみられたとの報告 あり)が 、加熱の影響 も考慮 し、殺菌条件について も調

査 した。殺菌法はUHT法 が28検 体、LTLT法(い わゆる低温殺菌)25検 体、HTST法5検

体及び高温保持法の ものが2検 体 あった。

駆虫薬の残留につ いては、60検 体のいずれか らも検出されなか った。従って、原乳の生産

地域及び採取時期、牛乳の殺菌方法 による違 いなどをみるには至 らなかった。

(イ)牛 肉、牛肝臓

サ ンプリングした牛肉の生産地は、北海道から鹿児島までほぼ全国 に及んだ。牛の種類 はすべ

て和牛の雄であった。 また牛肝臓は枝肉 と流通方法が違い、生産地の情報がほとん ど得 られず、

肉用牛、乳用牛の用途別 しか分か らなか った。

牛肉、牛肝臓とも残留調査の結果、各々20検 体 いずれからも駆虫薬 は検出されず、牛乳同様

比較検討するには至 らなかった。

オ 考 察

今回の調査では各食品から駆虫薬は検出されなかった。昭和50年 代 には竹葉 らは、乳、乳製

品を対象にプロモフェノホスやニ トロキ シニールなどに関する残留実態調査を行い、その結果残

留 していたものがあったとの報告を している。その当時 と現在では家畜の生産状況 も変わ ってい

るが、今回の調査結果だけでは残留の可能性がないとは結論できない。

検査を実施 した駆虫薬が検出されなかった理由 としては、以下 のことが考 えられ る。

(ア)牛 乳

(1)乳 業メーカーでは、薬剤の残留 を含めた原乳の品質管理がかなり厳 しく行われてお り、搾

乳農家でも薬剤の使用に注意を払 い適正に使用 している。

(2)あ る生産者の原乳に薬剤が残留 していた場合で も、牛乳の製造段階での複数の生産者から

の原乳を混合す るため、薬剤が希釈 され、牛乳中での残留値が検出限界値以下 となる。

(3)同 様に残留 していた場合、牛乳の加熱殺菌工程で分解又は揮散することにより、検出限界

以下になるか、消失 し、最終製品中から検出 されない。

(4)薬 剤が使用 されていなかった。

(イ)牛 肉、牛肝臓

(1)肉 用に供 され る牛 に薬剤が適正に使用され、休薬期間も守 られ出荷されている。

(2)肉 用牛は、我が国の場合基本的に舎飼であり、放牧の形態が少なく、かつ飼料 も穀物の割

合が高い、そのため、肝蛭の感染幼若虫(メ タセルカ リア)が 付着 している可能性がある水

辺の草、稲わら等を含む粗飼料を与える機会が少 ない。今回サ ンプ リングした検体 は肉用牛

の もので、肝蛭の感染の機会は少な く、飼育中に薬剤が使用されている可能性は低 いと推察

される。
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一方
、乳用牛は放牧を行い、粗飼料を多 く与え ることもあ り、肝蛭等の感染の機会が多 く、

薬剤 も定期的に使用 していると思われる。今回サ ンプリングした中にはなかったが、乳用牛

で も搾乳効率が落 ちて肉用転用される廃用牛では、薬剤残留の可能性が考え られる。

カ まとめ

世界的にみると、動物用医薬品の中で販売高の1位 を占めるのは、駆虫薬の 「イベルメクチ ン」

で、2位 の 「オキ シテ トラサイクリン」の2.3倍(1990年)と なっており、駆虫スペク トルが最

も広 いことか ら、需要が飛躍的に伸 びて きた ものと思われる。 さらに、複数の薬剤の開発が進め

られているといわれている。

我が国で も動物用医薬品の販売高は年々増加 しているが、これに占める駆虫薬の比率は、昭和

48年 以降徐々に増加の傾向を示 し、平成元年に約4%と なっている。諸外国と較べ飼育形態、飼

育規模などの違いにより、大量に使用されるという状況ではないが、需要は増 していくものと推

察 される。

一方、畜産物 自体の供給についてみると、経済的な理由などで国内での生産量は微増か減少傾

向にあるが、かわ りに輸入の牛肉をは じめ豚肉、鶏肉な どが年々増加 しつつある。 これに伴い、

輸入品にかかわる衛生上 の問題 もときおり発生をみている。

今年度の調査では、各食品から肝蛭駆虫薬は検出されなか ったが、検体の種類、検体数や前述

した竹葉 らの実態調査報告などを考慮すると、安全性を確認するため、引き続き実態調査を行 う

必要があると思われる。

次年度では、対象品目として牛乳については、今年度 と同様な形で調査を行 っていく。 また、

輸入品で、成分的に も牛乳 に近 い乳製品を検査対象と して追加する。肉類については、国産牛の

場合その品質に幅があることから、この点を考慮 したサ ンプリングを行っていく。さらに、今年

度対象 としなかった国産豚肉及び輸入牛肉について もあわせて確認 を行 っていきたい。

検査対象薬剤については、平成7年 度 「イベルメクチン」「フルベ ンダゾール」「クロサ ンテー

ル」の3薬 剤の残留値が新たに設定される予定であ り、これ らについて も検査体制が ととのい次

第対応 していきたい。

表-1諸 外国における寄生虫駆除剤の残留基準

単位:ppm
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(5)フ ッ素樹脂製調理器具類の衛生学的実態調査

(フ ッ素樹脂内面加工調理器具類の材質及び溶出試験)

ア 調査 目的

近年、フッ素樹脂を表面(内 面)に 熱溶着 した新素材家庭用調理器具が数多 く出回っておりそ

の特性としては、他の合成樹脂 と比べ耐熱性、非粘着性等 に優れ、(1)こげつ きにくい(2)油が少な

くてすむ(3)手入れが楽などの利点がいわれている。

しか し、過度の加熱による有毒な熱分解 ガスのパー フルオ ロイソブチ レン(CF、C(CF3)2)等

の発生や、金属ナ トリウムに侵 されやすいなどの報告ω があり、食品衛生法における規格 も 「器

具」 としての一般規格 のみで、個別規格 は定め られていない。

そこで、今回、市販されているフッ素樹脂表面加工の家庭用調理器具類 について材質鑑別を行

うとともに、食品衛生法に定められている規格及び高熱処理による熱分解生成物の生成状況を検

査 し、衛生上の検討を行 った。

イ 調査内容

(ア)調 査期間:平 成6年8月 ～平成7年3月

(イ)対 象品目:フ ッ素樹脂表面(内 面)加 工調理器具29試 料

(ウ)対 象品目の収集方法:都 内百貨店及 びスーパーマーケ ット等の大型量販店か ら買上 げ

(エ)検 査機関:都 立衛生研究所 生活科学部 食品添加物研究科 容器包装研究室

ウ 試験方法及び結果

(ア)材 質鑑別:別 表

(1)素 地:試 料を電動 グラインダで径約4cmの 大きさに切断 し、その表面の塗装部をカ ッター

ナイフで削り落 した後、 これを試験片とし蛍光X線 分析法による元素分析を行 った。

検査結果は鉄8試 料、アルミニウム21試 料であった。

(2)表 面塗装材:試 料の表面(内 面)塗 装部をカッターナイフで削 り取 った ものを検査試料 と

し、赤外吸収 スペク トル法及び熱分解-ガ スクロマ トグラフ法による鑑別を行った。

検査の結果、全試料にフッ素樹脂の表面塗装が施 されてお り、29試 料 中27試 料でポ リ4

フッ化 エチレン 〔以下 「PTFE」 という〕、2試 料 にポ リフッ化 ビニル 〔以下 「PVF」 とい

う〕が使用されていた。

調理器具にはこの他 フッ化 エチ レン・6フッ化 プロピレン共重合樹脂(FEP)、4フ ッ化 エ

チレン・パー フロロアルキル ビニルエーテル共重合樹脂(PFA)が あるが今回収集 した試

料には使用されて いなか った。

なお、フッ素樹脂 とは、日本 フッ素樹脂工業会で、「分子中にフッ素原子を含む合成高分

子のこと」と して次 に示す8種 類を指 している。(参 考)

フッ素樹脂の種類

1四 フ ッ化 エチ レン樹 脂 (PTFE)

2四 フ ッ化 エチ レン ・パ ー フロロ アルキ ル ビニル エ-テ ル共重合 樹脂 (PFA)

3四 フ ッ化 エチ レン ・6フ ッ化 プロ ピ レン共重 合樹脂 (FEP)

4四 フ ッ化 エ チ レン ・エチ レン共重 合樹 脂 (ETFE)

5三 フ ッ化塩 化 エ チ レン樹脂 (PCTFE)
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6三 フ ッ化塩化 エチ レ ン ・エチ レン共 重合 樹脂 (ECTFE)

7フ ッ化 ビニ リデ ン樹脂 (PVDF)

8フ ッ化 ビニル樹脂 (PVF)

(イ)食 品 衛生 法 の規 格試 験(一 般 規格)

試験 は 「食品 衛生 法/食 品 ・添加 物等 の規格 基準 」 の試験法 に準 じて 行 った。

(1)材 質試験(表 面 の塗 装材 を必要量 採取 す る ことが 困難 なた め、 以下 の分析 法 に拠 った。)

a鉛(蛍 光X線 分 析法 及 び原子 吸光光 度法)

試 料No.14の 焼 き肉 グ リルか らわず か に鉛 が検 出 されたので、更 に表面塗装 部の みを 削 り

取 り検 査 した ところ鉛 は検出 されなか った。 なお、素地 のアル ミニ ウムか ら鉛(0.03%)が

検 出 されて お り、塗 装膜 が薄 いた め表 面塗装 材中 に検 出 された もの と思 われ る。

bカ ドミウム(蛍 光X線 分析法 及 び原子 吸光光度 法)

試料No.1の 玉子焼 き器か らわず か にカ ドミウムが検 出 されたので、更 に表面塗装 部 のみを

削 り取 り検査 した ところ、カ ドミウムは検出 され なか った。 なお、素地 のアル ミニ ウムか ら

カ ドミウム(0.04%)が 検 出 され た。上記(ア)と 同様塗 装膜 が薄 いた め表面 塗装 材 中 に

検 出 され た もの と思 われ る。

(2)溶 出試 験(試 験 は 「食 品衛生法/食 品 ・添 加物等 の規 格基準」 の試 験法 に準 じて行 った。)

a重 金 属:す べ て の検 体 は限度 以下(1ppm)で あ った。

b過 マ ンガ ン酸 カ リウム消費量:す べ ての検体 は1ppm以 下(基 準10ppm)で あ った。

(ウ)高 熱 に よる表面塗 装材 の熱分解生 成物 につ いて

各試料 を熱分 解用 パ イ ロホイルの温度 帯で あ る170℃ 、255℃ 、358℃ 、423℃ 、500℃ 、

590℃ 、670℃ で試料 を熱分解 し、 クマ トグラムで得 られ た生成 物 の消長 を検査 した。

(1)表 面 塗装 材がPTFEの 熱分解 生成 物

原料 モ ノマーで あ る4フ ッ化 エチ レンの他 、6フ ッ化 プロ ピレン、 オ ク タフルオ ロ シクロ

ブ タ ン、 プ ロ ピ レン、 フェノール、 ベ ンゼ ンな どが生 成 した。

170、255℃ では、 ほ とん ど分解 されず樹脂 がその まま残渣 と して分解 ホイ ルに残 った。

358℃ では、残渣 の形状 が粉状 に変化 した ことか らわ ずか に分解 がは じま った ことが推 測 さ

れ たが、分解 生成 物 は ク ロマ トグ ラム上 に ピー クと して認 め られ なか った。

423D℃ で残渣 は、固着状態 にな ったが、分解生成 物 の量 は極 く少 な く目立 った ピー クは

認 め られな か った。

500℃ では、残渣 は ほ とん どな く、樹脂が分解 した ことを示 して いた。分解物 は、4フ ッ

化 エチ レン、 プ ロ ピレ ン、 フェノール が生成 した。

590℃ では、十 分 に樹 脂が分解 され4フ ッ化 エチ レンの他 、6フ ッ化 プロ ピレン、 プロ ピ

レンな どが生成 した。670℃ で は、さ らに分解物 同士 の反応 も起 こり、6フ ッ化 プ ロ ピレン

が多 くな りオ ク タフルオ ロ シクロ ブタ ンも生 成 した。

検 出 された4フ ッ化 エチ レンは、構 成 モノマ-で あ り6フ ッ化 プ ロ ピレン、オ ク タフルオ

ロ シク ロブタ ン、 プ ロ ピレンは熱 分解過 程 の反応 生 成物 であ る。

フェノールは、金属 との接着 にエポ キ シ樹脂 を使 用 して いるた め と推測 された。 また、ベ

ンゼ ンが確認 で きたが量的 は微量 で あ り、接着剤 また は素 地か らの溶 出 が考 え られ た。

―433―



(2)表 面塗装材 が ポ リフ ッ化 ビニル(PVF)の 熱分 解生 成 物

熱分 解 によ り構成 ポ リマーの フ ッ化 ビニルが分解 され、ベ ンゼ ン(358℃ 以上)や トル エ

ン(500℃ 以上)が 検 出された。500℃ 以上 では この他 に も同定 で きなか った多数 の ピー ク

が認 め られた。

エ 考 察及 びまとめ

(ア)今 回 調査 した29試 料 はすべて フ ッ素 樹脂 で表面 又 は内面 塗装 されて お り、塗装材 はポ リ4

フ ッ化 エチ レン及 び ポ リフ ッ化 ビニ ルの2種 類で あ った。 また、試 料 はす べて食品衛 生 法 に

基 づ く規 格基準(合 成樹 脂 の一般 規格)に 適 合 して いた。

(イ)高 温 での熱分解 試験 の結果 、表面 樹 脂がPTFEの 場 合、423℃ までは、分解生成 物 は極 く

少 な く、クロマ トグ ラム上 に ピー ク として認 め られなか った。 しか し500℃ 以上 の温 度 では、

原料 モ ノマーの4フ ッ化 エチ レン、6フ ッ化 プロ ピ レンの ほか オ クタ フル オ ロシクロ ブ タ ン、

フェノール及 びベ ンゼ ンの生 成が認 め られ た。

表面 樹脂がPVFの 場 合、358℃ 以 上でベ ンゼンが500℃ 以上 で トル エ ンの生成が認 め られた。

(ウ)調 理 器具 と使用温度 との関係を考 察す ると255℃ 以 下 で はほ とん ど分解 が認 め られ なか っ

た ことか ら鍋、 ケ ーキ型、天 ぷ らバ ッ ト、 ホ ッ トプ レー トは問題 が な い と考 え られ る。

フ ライパ ン、玉 子焼 き器、焼 き肉 グ リルにつ いては、空 焼 きした場 合 に樹脂 が分解す る500

℃以上 にな る。 しか し、フッ素樹脂加 工 の調理器具 は本来空 焼 きの必要 がな く、空焼 きは、表

面樹 脂 を損 な うこ とが あ るので空焼 きを しない よ うメー カーでは注意 書 き して い る。

空焼 き した場合 に お いて も1分 以 内で あれば、強火 で薄 い地 金の もので も最 高300℃ 以 内

とい う報告があ る(1)。また、358℃ で は分解 がまだわ ずかで あ ることやPTFEの 融点 は、327

℃ であ ること、成形 温度 が370℃ 以上 で あ ることか らフ ッ素 樹脂 は370℃ 前 後 まで は安定 で

ある。

なお、焼 きア ミは、直接直火 で使用 しな い。 これ らの ことを考慮 す ると、 フ ッ素樹 脂表 面

加工調 理器具 は、通 常 の使用方 法で は、衛生 上 の問題 は な いと思 われ る。

しか し今回 の調 査 で、高 温加 熱 に よ り表面樹脂 の熱 分解 が認 め られ たた め、過 度 の加 熱 に

は、十 分注意 を要 す る。

(エ)調 理器具 の表面塗 装 が使用 中に剥 離 した場合、人 体へ の影響 が考慮 され るが、 フ ッ素 樹脂

は生理 的 に不活性 で、吸収 、消化 されず、有害物 質 を発生 す る こと もな く、 そのま ま排 出 さ

れ るた め(2)、衛 生上 の問 題 はない と思 わ れ る。

なお、表面塗装 の極 めて薄 い もの は、使 用頻度 が高 い場 合 や長期間 の使 用 によ り、表 面部

が剥 離 し、素地 に含 まれ る鉛等 の有 害 物質 が溶出 す る恐 れ があ るので注意 を要 ず る。

オ おわ りに

今回 の調 査によ り、未 使用 の フッ素加 工調理器 具の試料 につ いて検査 した結果、過 度 の加 熱 を

行わ な い限 り衛生上 の問 題 はなか った。 しか し、今後 は実 際 の使 用状況 に合 わせ た温度 帯 に よ

り、繰 り返 し使用 した場 合 の安全性 につ いて も確 認す る必要 が あ る と思 わ れ た。

参 考文 献

(1) 馬場二 夫: 生活衛生, 25, 104(1981)

(2) 三井 ・デ ュポ ンフロ ロケ ミカル株式 会社"テ フロ ン用ハ ン ドブ ック"
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(6)食 品の品質保持に関する衛生学的実態調査

(第二報(和 生菓子)ね りきりの品質保持について)

ア 調査目的

保健所等における苦情の うち、食品の色、臭 いなどの品質 に関するものは、原因の不明な もの

が多い。 また、食品衛生法 の日付表示の見直 しに伴い消費期限が導入 されたが、その設定根拠の

科学的裏付 けとなる基礎的なデータはまだわずかである。 そこで今回、和生菓子の 「ね りきり」

を対象と して保存試験を行 い、細菌や真菌が食品の品質に どのような影響を及ぼすか調査 を し

た。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 ～平成7年3月

(イ)対 象品目

A社 及 びB社 の当 日製造分の和菓子(ね りきり)を 菓子販売店で購入

(ウ)検 査項 目

細菌数、大腸菌群、真菌、pH、 水分活性、保存料

(エ)検 査方法

a保 存試験

各温度帯 ごとに4検 体 を用い、10℃ 、20℃ 、30℃ で購入当日(以 下0日 目とする)、1日

目、2日 目、3日 目、4日 目、7日 目に細菌検査を行 った。ただし、pH、 保存料は1検 体の

みを用 い、pHは0～7日 目、保存料は0日 目と7日 目に検査を した。

b検 体収集時期

A:春(6月 上旬)、 夏(9月 中旬)、 冬(12月 中旬)

B:夏(7月 中旬)、 秋(10月 中旬)、 冬(1月 中旬)

c:検 査機関

都立衛生研究所 微生物部細菌第一研究科 食品細菌研究室、真菌研究室

生活科部食品研究科 食品化学第3研 究室

ウ 調査結果

(ア)細 菌数(図-1～6)

購入直後(0日 目)の 、A社 及びB社 のね りきり4検 体を使用 し、検体間の菌数のバ ラッキ

を見たが、各社の4検 体間にバラッキは認め られなかった。その細菌数 は、A社 が104/g、B

社が103～107/gで あった。10℃ 保存では、菌数の変動はほとん どなかった。20℃ 保存では、

菌数が徐々に増加 し、7日 目106～107ま で増加 した。30℃ 保存では、2～3日 目に107/gま で

急激 に増加 した。

(イ)大 腸菌群

A社 は0日 目の大腸菌群の菌数が、102～103/gで あったが、いずれの保存温度においても

日数 の経過に伴い菌数が減少 した。

B社 はほとん ど菌は検出されなかったが、冬(1月 中旬)に 検査 したものに、大腸菌群を103

/g検 出 したもの も保存日数 の経過 に伴 い10/g以 下 とな った。

(ウ)真 菌

a酵 母

0日 目の菌数はA社 で104/g、B社 で103/～105/gで あった。A社 、B社 ともに、10℃
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保存 では菌数 の変化 は認 め られな か った。20℃ 保 存 お よび30℃ 保存 で は、徐 々に菌 数 が増

加 し、A社 、B社 ともに、8日 目に は107/gと な った。

b酵 母以外の真菌

検 出 した主 な菌 種 は、Penicillum spp.、Wallemia spp.、Aureobassidium spp.で あ

った。 これ らの菌 の他、Paecilomyces spp.、Trichoderma spp.、Mucor spp.が 検 出 さ

れ た。

なお、A社 の製品 か らAspergillus spp.、Eurotium spp.、Aspergillus Ochraceusが

認 め られた。

c肉 眼所見

A社 は10℃ 保 存 で は コ ロニ ー は観 察 され な か っ た。20℃ 保 存 でWallemia spp.、

Eurotium spp.、30℃ 保存 でWallemia spp.、Aspergillus niger、Penicillium spp.が

観 察 され た(表-1)。

B社 は、Wallemia spp.、Penicillium spp.、Cladosporium spp.、Eurotium spp.が

観察 され た(表-2)。

(エ)pH

A社 及 びB社 と も0日 目に6.5～7.5pHが30℃ 保 存 で は、変化 が大 き く3.0～7.0ま で低下

す る傾 向が認め られ た。

(オ)水 分活性

A社 及 びB社 と も顕 著 な変化 は認 め られ なか った。

(カ)保 存 料

A社 及 びB社 の いずれ の検体か らも保存料 は検 出 され なか った。

エ ま とめ

(ア)細 菌数

食品 における細菌数 が107～108/gの 菌数 に達 した ときを初期腐敗 とみなす ことが で きる(1。

今 回調査 した 「ね りき り」は検体購 入 時の細菌数 はA社 で104/g、B社 で103～104/gで あ っ

た。10℃ 保存 で は ほ とん ど細菌数 の増加 がな く、細 菌 に よる品質低 下 は認 め られ なか った。

20℃ 保存では7日 目、30℃ 保存 で は2～3日 目に107/g以 上の菌 数 とな り、初期 腐 敗が始

まった。

(イ)大 腸菌群

大 腸菌群 は、保存 に よ り減少 す る傾 向が認め られ、「ね りきり」 に関 しては、各季 節、保存

温度 、経時変化 に よ り大腸菌群 が増加 し品質 が劣化 す る ことはな い と思 われ る。

(エ)酵 母

酵母 はA社 で購入 時104/g、B社 で103～105/gで 細 菌数 とほぼ同 じ菌数の動態 を示 す もの

が多 く、20℃ 保存 、30℃ 保存 では7日 間 の保存 によ り107/gの 菌数 が観 察 され た。 酵母 の増

殖 によ り 「あん」が アル コール臭 や エステル臭 を生 じて腐敗す るとい う報告(2が あ る ことか ら、

酵 母 の増殖 は品質 に重 要 な役割 を もつ と思 われた。

(オ)真 菌

Wallemia spp.、Pencillium spp.、Cladosporium spp.、Eurotium spp.、Asprgillus

nigerが コロニー と して観察 された。A社 とB社 の両 検 体か らWallemia spp.、Pencillium

spp.が 検 出 され、 この2つ の真菌 は 「ね りきり」 に一 般的 にみ られ る真菌 と思 われ る。
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Wallemia spp.は 線菌 目の一種で、貯蔵 された穀物、チーズ、コンデ ンス ミルク、菓子類

等に一般的にみられる真菌で、小さいピンポイ ント状のコロニーを形成する。今回、A社 、B

社両検体でWallemia spp.が 他の真菌より早 い時期 にコロニーとして観察され、「ねりきり」

を長期間保存する場合、 この真菌を制御す ることが重要 と思われた。

(カ)品 質

「ね りきり」の品質は今回の調査で、(1)細菌数が107/gを 超えないこと(2)真 菌が肉眼的に

観察されないこと(3)異 臭、異味が感 じられないこと(4)乾 燥等による形状や色の変化が認め

られない等が満たされていれば品質 に問題がないことが分か った。

「ねりきり」の保管温度 による品質保持期間は、10℃ 保存で4日 、20℃ 保存で3日 、30℃

保存では購入日翌 日が品質が保 たれる限度 と考え られた。

10℃ 、20℃ で保存する場合 は、細菌数の増加 よりも真菌 に影響が、30℃ の場合は細菌数

の コントロールが品質保持に関 し重要な役割が分かった。

オ おわりに

製造年月日に代わる消費期限表示の導入にあた り、加工食品は製造日だけを問題にするだけで

なく、その食品の原材料の組成や添加物の使用の有無、殺菌方法の違い、更に商品購入後の保存

条件 による細菌類の動向など諸々の情報が重要 となってきた。

今回、和生菓子の 「ねりきり」を用いて、商品購入後の細菌や真菌がその品質 にどのように影

響するかを調査 し、以下のよ うな結論を得た。

(1)冷 蔵保存 においては、4日 間はほとんど細菌等の影響を受 けず品質が保たれる。

(2)20℃ 保存では3日 間品質が保持 され、4日 目以降は真菌が コロニーを形成 し品質が劣化す

る。

(3)30℃ では、購入翌日まで品質が保持 されるが、それ以降は細菌の増殖 により品質が劣化す

る。

なお、今回は販売店で 「ね りきり」を購入 したため、その製造工程や原材料等 については不明

確であった。今後は製造等に関する情報を も考慮 した調査を行 う必要があ る。また 「ねりきり」

のみではな く、ひろく一般食品を対象とした保存試験を行い、食品の品質保持期限に関する指標

とす ることが必要である。

参考文献

(1) 食品の衛生微生物検査 講談社 倉田 浩 坂井 千三 編

(2) 食品微生物学 相磯 和嘉 監修
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図-1A細 菌数(10℃ 保 存)図-2A細 菌数(20℃ 保存)図-3A細 菌 数(30℃ 保存)

図-4B細 菌数(10℃ 保存)図-5B細 菌数(20℃ 保存)図-6B細 菌数(30度 保存)

表-1真 菌肉眼所見

W=Wallemia spp.

E=Eurotium spp.

Pe=Penicillium spp.

A.n=Aspergillus niger

C=Cladosporium spp.
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(7)ド レッシング類の細菌学的実態調査

ア 調査目的

近年、嗜好の変化 とともに ドレッシング類のバラエティ化が進み、様々な原材料を用いなが ら

風味を保つために、製造工程での加熱処理を少なくした り、ほとんど行わない生 ドレッシング等

の製品がチル ドドレッシング(要 冷蔵販売)と 称 して広 く出回 っている。

これ らの製品には過去の調査か ら芽胞菌、生菌数及び酵母等が多数検出され るものがあった。

このため、生 ドレッシングの安全性を確認するために管内の製造者及び市販品について細菌学的

実態調査を平成6年 度か ら実施 して きた。

今年度 は昨年度の保存試験で賞味期限内に酵母が多数検出されるものが半数を占めた管内のA

製造者の製品について、原材料の検査 と製造工程を調査 して汚染源の解明を行 った。また微生物

の消長の特徴を明 らかにするため、1ロ ット複数の検体を供 して保存試験を実施 し、生 ドレッシ

ング類 の安全性について検討 した。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 ～平成7年3月

(イ)対 象品目

生 ドレッシング10検 体、計210本(1検 体21本)と その原材料37検 体。内訳は乳化 タイ

プ5検 体、分離 タイプ4検 体、 ドレッシングタイプ1検 体である。

(ウ)収 集方法及び対象施設

調味料等製造業者A社 から生 ドレッシングを買い上げるとともに、保存試験は10℃ 及び25

℃保存に分け、(1)買上げ時(2)賞 味期限の半分の 日数が終了(3)賞 味期限が終了(4)賞 味期限

の2倍 が終了 した4時 点で3本 ずつ試験 に供 し、その平均値を測定 した。また後日、製造工程

の調査 と原材料 の微生物検査を実施 した。

(エ)検 査機関

都立衛生研究所 細菌第一研究科 食品細菌研究室、真菌研究室

食品研究科 食品化学第二研究室

ウ 検査結果及び考察

(ア)製 造工程 と原材料の検査結果

A社 の生 ドレッシングは図-1の とお り、各 タイプにより製造工程での加熱の有無及び時

間が異なっている。無加熱 タイプは乳化 タイプ(賞 味期限30日 の製品)に 多 く、オニオ ン以

外の原材料は全て無加熱で製造 されている。また、加熱 タイプは分離 タイプ(賞 味期限60日

と90日 の製品)に 多 く、原材料(オ ニオ ンは前処理で ブランチ ング)を 混合後、蒸気で10

～15分 の加熱処理が されている。生 ドレッシングの原材料 は表-1の とおり、食用油脂 ・醸

造酢 ・オニオ ンをベースに各種の製品により様々な ものが使用 されているが、検査の結果、図

-2の とお りオニオ ン、香辛料、天然調味料等か ら酵母 ・細菌 ・好気性芽胞菌が多数検出さ

れた。

また、今回の調査では全ての製品か ら認められたCandida kruseiが 原料からは認められな

かった。 このため汚染原因は作業場及び機械 ・器具類か らの二次汚染が考え られた。

(イ)10℃ における細菌数及び酵母の消長

初発時の細菌数及び酵母はそれぞれ101～104/g、0～101/gで あった。細菌数は図-3に

示すとおり、60日 間の保存試験で菌数の増加は認 められず、保存期間中105/g以 上検出され
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る もの はなか った。 また、酸度 及 びpHも 図-4の とお りそれ ぞれ変化 は認 め られ なか った。

10℃ 保存 では菌 数 はpHが3.8～4.6と 低 いた め増殖 が 抑制 され て いる もの と思わ れた。

しか し、酵母 につ いて は図-3に 示 す とお り一部 に増 殖 が認 め られ、101/gで あ った もの

が60日 保存で104/gと 急激 に増加 が み られ た。 も う一方 は、検 出 され な いか、保存 期間 中 に

減少傾 向 を示 した。酵 母 の消長 には塩分 濃度、有機 酸 の抗菌性 、酸 度、pH等 種 々な要 因 が影

響 して いる と思 われ る。

(ウ)25℃ にお ける細菌 数 及 び酵母 の消 長

細菌数 は10℃ と異 な り図-5の とお り消長 に2つ の傾向 がみ られ た。一 方 は急激 に増 加 が

み られ た7検 体 で、賞 味期間60日 と90日 の加熱 タイ プに多 く、30日 ～60日 の賞味期 間内 の

保 存 にお いて104～106/gの ピー クとな り、 その後 減 少 し死 滅 の傾 向が み られ た。

また、 こられの検 体 は図-6の とお り菌数 の増 加 とと もに酸度 が高 くな りpHは 低下 す る傾

向がみ られた。 これ らの ことか ら25QC保 存 では、一 定数増殖 後 に耐 酸性菌 が増殖 時 に生 成 す

る酸 によ りpHが 低 下 し、細菌 の成育 が抑制 され減 少 ・死滅 す るもの と思 われ た。

酵母 の消長 につ いて は図 一5に 示 す とお り、増加 が み られ た検 体 は賞味 期間 内(30～45日)

の保存 で101～104の ピー クを示 し、一定 数増加後 はpHの 低下 によ り増 加 の傾 向はみ られず、

細菌 と比較 する と早 く減少 ・死 滅 す る傾 向がみ られた。

(エ)そ の他 の細菌

低温 細菌 は初発 時9/10検 体 か ら101～102/g検 出 され たが10℃ 保 存 では増加傾 向 は認 め

られ なか ったが、25℃ 保存 では104～105/gの 増 加 を示す ものがあ り、 低温細菌 も保 存状 態

によ り品質 の劣化 に関与 す ることが考 え られ た。

また、好気性芽 胞菌(2/10検 体)と 大腸菌群(1/10検 体)は 初発 時101～102/g検 出 さ

れ る もの がみ られた が、10℃ 及 び25℃ 保存 にお いては増加 の傾 向 はみ られ なか った。

これ らの細菌 は、生 ドレッシ ングの酸 性域(pH3.8～4.6)で は増 殖 で きる環境 条件 で はな

いと思 われ た。

(オ)酸 価 ・過酸化物価 の経 日変化

10℃ 及 び25℃ 保存 におけ る酸価 と過 酸化物 価 は、 同様 な傾 向 を示 した。乳化 タイ プの酸

価 は徐 々に上昇 し、過酸 化物価 は急激 に上昇 す る傾 向が み られ、60日 保存 で は酸価 、過 酸 化

物価 と もに低下 す る傾 向が認 め られ た。 この ことは、保 存 中油脂 の酸価 は ドレッシ ングに溶

存 して いる酸素 によ り徐 々 に進 み、一定 日数経過 後 は遊 離脂 肪酸 の減少 及 び過酸 化物 が分 解

され るため、酸価 ・過 酸化物価 が低 下 す る もの と思 わ れ る。

しか し、ゴマ製 品 では過酸化物 価 は上 昇 の傾 向は認 め られなか った。 これ は ゴマに含 まれ る

成分(リ グナ ン類)が 分解 して生 成 す る抗酸 化物質(セ ザ モー ル)に よ る もの と思 われ る。

また、分離 タイ プの ドレッシングは10℃ 及 び25℃ 保存 で、酸 価及 び過酸 化物価の上昇 傾 向

は認 め られなか った。 この ことは、保存 中 にお ける油 脂 の酸価 は溶存 す る酸素 によ り徐 々に進

行す るが、分離 タイ プは水相部 の酸素 と接触面が少 な いために油脂 の酸価 が進行 に くい もの と

思 われ た。

エ ま とめ

(1)生 ドレッシング類 か ら検出 され た酵 母 は いずれ もCandida kruseiで あ り、10℃ に保存 した

場 合、賞 味期間内 に お いて も増殖 が 認 め られ た。

(2)25℃ の高温 に保存 した場 合は、細菌 数及 び酵母 が 急激 に増加 す る ものが あ り、変質 ・変 敗等
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品質の劣化が起 こる可能性が示唆された。

(3)細 菌数及び酵母の生育 ・消長には酸度 と香辛料に含まれる成分の抗菌性 が関与 していること

が推察 された。

(4)オ ニオ ン・香辛料 ・調味料等の原材料か ら酵母 ・カ ビ・芽胞菌等の微生物が検出される もの

が少な くなか った。

(5)製 造時、75℃10～15分 の加熱処理された製品から細菌 ・酵母等の微生物が検出され るもの

が認め られた。

オ おわ りに

今後、生 ドレッシング類 を製造する施設 に対 して、次の指導が必要 と思われ る。

(1)期 限表示の設定にあたっては、乳酸菌 ・酵母等の耐酸性微生物を対象に保存試験を実施す る

こと。

(2)オ ニオ ンの ブランチ ング並びに製造工程での加熱は低温殺菌を十分に行 うこと。

(3)pH・ 酸度 ・食塩濃度等微生物の生育に関与する要因を適切には握 して品質管理を行 うこと。

(4)作 業場の保清及び器具類か らの二次汚染を防止す るとともに、製品か ら販売 まで10℃ 以下

の低温管理を徹底すること。

(5)香 辛料及び調味料等の原材料は品質のよいものを使用 し、特に野菜類 は有機酸 ・塩素剤等で

前処理を行 うこと。
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生 ドレッシ ングの製造工程図

(ア)無 加熱 タイ プ(乳 化 タイ プの(1)(2)(3)(4))

(イ)加 熱 タイ プ(分 離 タイ プの(6)(10)(11)(13)・ド レ ッシ ング タ イ プ の(7)・ 乳 化 タイ プ の(8))

図-1

図-2
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表-1ド レ ッシ ング検 体 一覧

注)◎:10℃ ・25℃ 保 存 にお いて酵母 が死 滅 した り検 出 されな か った検体 …(1)(2)(3)(4)(10)

△:25℃ 保 存 で細菌 の増殖 が み られ なか った検 体 …(2)(3)(4)

※:各 検査項 目は初 期時 にお け る理 化学 検査 で あ る。
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図-3 図-4
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図-5 図-6
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(8)バ イオテクノロジーを応用 した食品の衛生学的調査(第5報)

ア 調査 目的

食品分野でのバイオテクノロジーは、遺伝子操作、細胞融合、組織培養技術を指す ことが一般

的である。 しか し、食品分野に限 っていえば、同じバイオテクノロジーであって も、遺伝子操作

(組換え体)応 用食品 とその他のバイオ食品では実用化 に差が生 じている。

日本では、組換え体 については商品化 されていないが(キ モシンを除 く)、細胞融合や遺伝子

操作の技術を導入 した食品は実用化 されて、既に10年 以上が経過 して いる。

今後、流通する可能性のある組換え体 その ものを食べ る トマ ト(フ レイバーセイバー)等 が市

場流通する前に、また、現在流通 しているバイオ食品の安全性について調査 しておく必要があり、

前報告 に引き続き市場流通(あ るいは研究段階)の 細胞融合、3倍体等 の食品について調査 した。

今回は、キャベツと小松菜の体細胞雑種(細 胞融合)に より、病気抵抗性を高 くした小松菜に

ついて動物試験および復帰突然変異試験を行った。 また、雌性発生及び全雌法による魚類及びそ

の3倍 体魚類について、動物試験および復帰突然変異試験、アミノ酸組成、タンパ ク質 について、

通常魚 との比較を行 ったので報告す る。

イ 調査方法

(ア)実 施期間 平成6年4月 より平成7年3月

(イ)対 象品目

(1)小 松菜(体 細胞雑種)

(a)小 松菜(体 細胞雑種) 1検 体

(b)対 照小松菜(元 野菜) 1検 体

(c)対 照キャベ ツ(元 野菜) 1検 体

(2)や まめ(全 雌法 による魚類及 びその3倍 体魚類)

(a)3倍 体やまめ(全 雌法による全雌)1検 体 ……図1

(b)3倍 体やまめ(2年 生育魚の雄)1検 体 ……図2

(b)3倍 体やまめ(2年 生育魚 の雌)1検 体 ……図2

(c)2倍 体やまめ(全 雌法 による全雌)1検 体 ……図3

(d)2倍 体やまめ(普 通体の雄)1検 体 ……図4

(e)2倍 体やまめ(普 通体の雌)1検 体 ……図4

(ウ)検 査項目及び検査方法

(1)小 松菜(体 細胞雑種)

(a)動 物試験

試料をメタノール抽出 し、メ タノール留去後、マウス体重1kgあ たり500gを 経口投与

し24時 間観察 した。

(b)復 帰突然異変試験

試料100gを メタノール抽出 し、メタノール留去後、10倍 と20倍 濃縮 した後、ろ過滅

菌 して検査に供 した。

(2)や まめ

(a)動 物試験((ウ)の(1)の(a)に 同 じ)

(b)復 帰突然異変試験((ウ)の(1)の(b)に 同 じ)

(c)ア ミノ酸分析
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ア ミノ酸分析器によ り、可食部 について立体異性体の含有量を検査 した。

(d)二 次元電気泳動法による、 タンパ ク質の定性検査試験

二次元配置による電気泳動で、タンパク質組成についてバイオと従来種 との差を検討 し

た。

(エ)検 査機関:都 立衛生研究所 食品添加物研究科 添加物第1研 究室

食品研究科 中毒化学研究室

ウ 試験結果

(ア)小 松菜(体 細胞雑種)

(1)動 物試験

小松菜(体 細胞雑種)、 小松菜(元 野菜)及 びキャベ ツ(元 野菜)い ずれ も異常は認め ら

れなか った。

(2)復 帰突然異変試験

小松菜(体 細胞雑種)、 小松菜(元 野菜)及 びキャベ ツ(元 野菜)い ずれ も異常は認め ら

れなか った。

(イ)や まめ

(1)動 物試験

全雌法 による全雌及 びその3倍 体、2倍 体、普通体の雄 ・雌(在 来種)い ずれ も異常は認

め られなか った。

(2)復 帰突然異変試験

全雌法 による全雌及 びその3倍 体、2倍 体、普通体の雄 ・雌(在 来種)い ずれ も異常は認

め られなか った。

(3)ア ミノ酸分析

モノア ミノカルボ ン酸、酸性ア ミノ酸、塩基性アミノ酸、 ヒドロキ シア ミノ酸、芳香族 ア

ミノ酸、硫黄系ア ミノ酸、イ ミノ酸について在来種と3倍 体について比較 した結果、在来種

と3倍 体 との間 には差はみ られなか った。3倍 体と在来種のア ミノ酸組成 は、ほぼ同様であ

ると考え られた。

(4)二 次元電気泳動法による、 タンパ ク質の定性検査試験

在来種、3倍 体 とも類似 した電気泳動結果が示され、現在の検査法では両者のタンパ ク質

に差はみ られなかった。

エ まとめ及 び考察

(ア)小 松菜(体 細胞雑種)

小松菜は萎黄病に弱 く、苗立枯れ症状を呈 したり、発育初期及び中期で発病が認められない

場合で も、収穫期になって本病が発生することがある。

これに対 し、キャベツは比較的強い耐病性を示すことが しられてお り、今回プロトプラス ト

融合 した雑種については、小松菜との交配を繰 り返すことで、徐々に小松菜に形態を戻 してい

くが、キャベツの病気抵抗性のみを残す ことを目的とした ものである。

この病気抵抗性は、何に由来するか不明であるが、今回の動物試験、復帰突然異変試験にあ

ってはいずれも比較 した元野菜(キ ャベツ、小松菜)と の差はみ られなか った。

また、毒性学的変化 もみ られなかった。
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(イ)や まめ(三 倍体魚類)

雌性発生させるためのホルモ ン剤については、非常に微量で、かつ個体発生時に添加 される

ことか ら影響はない。

今回の検査にお いても、3倍 体 と2倍 体との差はな く、雌性発生 と普通体(2倍 体)と の差

はみられなかった。 また、毒性学的変化 もみ られなかった。

図-1全 雌法によ る全雌(3倍 体や まめ)

図-22年 生育魚(3倍 体やまめ)

図-22年 生育魚(3倍 体やまめ)

図-3全 雌法による全雌(2倍 体やまめ)

図-4普 通体(2倍 体やまめ)

図-4普 通体(2倍 体やまめ)
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雌性発生魚又は全雌魚

図-1全 雌法による全雌(3倍 体やまめ)

図-22年 生育魚(3倍 体やまめ)
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図-3全 雌法による全雌(2倍 体やまめ)

図-4普 通体(2倍 体やまめ)
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(9)畜 肉中のホルモン剤の含有実態調査

ア 調査 目的

家畜の肥育 にあたっては、肥育促進や肉質の向上などを目的 として、ホルモ ン剤(本 来、ホル

モンは生体内物質であるが、ここでは、ホルモ ン作用を示す合成化合物 も含めてホルモン剤 と称

す。以下同 じ)の 投与が行われることがある。 しか し、1975年 頃からプエル トリコで、ホルモ

ン剤の残留する食肉が原因と見 られ る幼児の異常発育が続発 したことを発端 に、ホルモン剤の使

用規制についての関心が国際的に高まった。

当時のEC(現 在EU:ヨ ーロッパ連合)は 、1985年 に同地域 内での肥育ホルモ ン剤の使用を

禁止 した。いっぽ う、アメリカおよびオース トラリアでは、ホルモ ン剤の使用が認められている。

わが国では、1994年 現在での牛肉消費量の56%が 輸入品で、そのうち、合成型 ホルモ ン剤の

使用が認められているアメ リカ及 びオース トラリアからの ものが、輸入畜肉の9割 以上を占めて

いる。このような状況のなかで、当班は平成2年 度 より牛肉を中心に、畜肉中のホルモ ン剤の含

有実態調査を行 ってきたが、本年度は牛肉に加えて、豚肉、鶏肉について も同様の調査を行 った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 か ら平成7年3月 まで

(イ)対 象品目 輸入食肉40検 体

(内訳)牛 肉20(オ ース トラリア11ア メリカ8ニ ーユージーラン ド1)

豚肉10(デ ンマーク4ア メ リカ2台 湾2メ キ シコ1カ ナダ1)

鶏肉10(中 国4ブ ラジル3ア メリカ2タ イ1)

(ウ)対 象品目の収集方法

都内の食肉販売業か らの買上 げおよび輸入食品班の特別監視での収去

(エ)検 査機関 都立衛生研究所 乳肉衛生研究科 食肉魚介化学研究室

ウ 検査結果

本年度の検査結果を表-1に 示す。

ホルモン剤を検出 した検体は、アメ リカ産牛肉 リブアイロール(日 本での通称名 リブロース)

1検 体のみで、検出値 は2ppbで あった。

エ 考 察

表-2、 図-1は 、当班が調査を開始 した平成2年 度から本年度までの全検査結果である。検

出 したホルモン剤はすべてプロゲ ステロンであった。 これは、天然型の黄体ホルモンで、検出値

を評価するためには雌雄の分別、経産の有無などの判別が必要であるが、流通段階での判別は不

可能であった。

プロゲステロンは食肉以外にも、生乳、バ ターな ど広 く畜産食品 に含まれている。また、1987

年、および1989年 のFAO/WHOの 合同食品規格委員会の勧告では、エス トラジオール、プロ

ゲステロン、テス トステロンにつ いては、ヒトの生体内にも存在するものであることか ら、ADI

を決める必要性はな く、また、適正 に使用する限 り残留許容基準を設定する必要はないとしてい

る。 これまでの検出値とこれ らの要因を比較 して も、おおむね低 い値であり、ただちに安全性が

問題 となる レベルではない。
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表-1平 成6年 度検査結果(検 出数/検 体数)

表-2平 成2年 度～6年 度検査結果(検 出数/検 体数)

原 産国 内訳:オ ー ス トラ リア94ア メ リカ81デ ンマー ク4中 国4ブ ラ ジル3台 湾2

ニ ュー ジー ラ ン ド2カ ナ ダ2タ イ1、 メキ シコ1

動 物別 内訳:牛174 豚10 鶏10
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検 出値(単 位:ppb)

図-1プ ロゲ ステ ロ ン検出結果

注)原 産国 内訳:ア メ リカ14オ ー ス トラ リア13カ ナダ1ニ ュー ジーラ ン ド1

オ まとめ

これまでの調査結果では、問題 となる検体はなか った。

合成型ホルモン剤のジエチルスチルベス トロールは、比較的安価なため、かつて家畜の肥肉用

として広範囲に使用されていたが、発がん性の問題が起 こってか らアメリカでの飼料添加は一時

中止された。 しか し、食肉への残留は少ないという業者の反論 もあり、実際 には今でも使われて

るとの情報がある。また、その他使用が許可 されているホルモ ン剤でも、休薬期間や使用方法に

誤 りがあった場合、高濃度の残留が予想 され問題 とな り得 る。

これらの衛生上の危害は、家畜の生育状況等により散発的に起 こることが予想される。先行調

査 としての本 テーマは今年度で終了するが、今後 も食肉の安全性を確保するため、食肉処理業、

食品の冷凍 ・冷蔵業等の特別監視 において、 ホルモン剤の残留調査を継続す る必要がある。

【参考 資料】

◎ プロゲステロンの内因性 レベル

単位:ppb

動薬:8,(12)1-45, FAO/WHO合 同食品添 加 物専 門家委 員会 第32回 会 議(1987.6.15～23)

「動物 お よび食 品中 にお け る若 干 の動 物 用 医薬 品の残留 」
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(10)Vero細 胞毒素産生性大腸菌の汚染実態調査

ア 調査 目的

1982年 にアメ リカ合衆国のオ レゴン州 とミシガン州で、ハ ンバーガーを原因食品 とする出

血性大腸炎が初めて報告 されて以来、その原因菌である腸管出血性大腸菌が近年注目されてき

た。

本菌 は、Vero細 胞(ア フリカ ミ ドリサルの腎臓 由来細胞)を 変成、壊死 させ る蛋白毒

(Verocytotoxin:VT)を 産生 し、 この毒素が病原性 そのものに密接に関与 していることか

らVero毒 素産生性大腸菌(Verotoxin-Producing E.coli:以 下、VTEC)と よばれるこ

とが多 くなった。 日本 では、1990年 に埼玉県の幼稚園でVTEC O157:H7に よる集団下痢

症が発生 し2名 が死亡 した事件を契機 に注目され るようになった。その後、集団発生事例、散

発事例が多 く報告 されており、全国的 に広 く蔓延 していると考 え られ る。また、血清型 も

O157:H7が 大部分 を占めるものの、VTECと 確認 されている他の血清型 も検出 されている。

感染源は、アメ リカ合衆国の事例では、牛であることが確認 され、食肉を介 して人に感染す

ることが明らかにされている。 しか し、日本の事例では感染源はほとん ど特定されて いない。

一方
、日本のカロリーベースでの食料自給率は、平成5年 度の概算で37%で あった。 この

うち牛肉については44%で 、前年の49%か らさらに低下 し、消費 される牛肉に対す る輸入牛

肉の占める割合は増加 している。 しか し、輸入牛肉 につ いては、VTECに よる汚染実態が十

分調査されていない。そこで今回輸 入牛肉につ いて、その汚染実態を調査 した。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 か ら平成7年3月

(イ)対 象品 目

a合 計 85品 目

b種 類別

輸入牛肉(部 分肉) 74品 目

輸入内臓肉 7品 目

輸入挽肉原料 3品 目

輸入食肉製品 1品 目

c産 地別

アメリカ 42品 目

オース トラ リア 40品 目

ニュー ジー ランド 2品 目

カナダ 1品 目

dチ ル ド冷凍別

チル ド 21品 目

フローズ ン 64品 目

(ウ)調 査対象施設及 び対象品目の収集方法

検体は、食肉処理業者及び輸入業者7軒 か ら購入 した。その際、他か らの汚染がないよう

に真空パック1ピ ースを未開封 のまま購入す ることを原則 とした。

(エ)検 査機関 都立衛生研究所 細菌第一研究科 食中毒研究室
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(オ)検 査 項 目

Vero毒 素 産生性 大腸菌(VTEC)及 び大腸菌 群

ウ 検査結果

(ア)VTECの 検 出状況

VTECの 検 出状 況 を表1に 示 す。VTECは85品 目中4品 目(4.7%)か ら検 出 され た。

血清 型 は合計7種 類検 出 された。VTECが 検 出 された品 目の内訳 は、すべて フロー ズ ンの

部分肉 か らで、産 地別 で は、 アメ リカ1品 目、 オ ー ス トラ リア3品 目で あ った。

表-1VTECの 検 出状況

0:菌 体抗 原01～0173、H:べ ん毛 抗原H1～H56、OUT:O抗 原型別 不能

(イ)大 腸菌 群 の検 出状 況

大腸菌群 は85品 目中39品 目(45.9%)か ら検 出 され た。大腸菌群 の チル ド、フロー ズ ン

別 の検 出状況 を図1に 示 す。 フローズ ン品 の約95%が100/g未 満 の菌 数 で あ ったのに対 し

チル ド品 は100/g未 満 は約19%で あ った。

図1大 腸菌群 の チル ド、 フロー ズ ン別検出状況
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エ 考 察

下痢 原性大腸菌は、今回調査 したVTECの 他に、病 原血 清型大腸 菌(Enterpathogenic E.coli

EPEC)、 組織侵入性大 腸菌(Enteroinvasive E.coli EIEC)、 毒素 原性 大腸菌(Enterotoxigenic

E.coli ETEc)の4種 類 に通常分類 され る。 この うち、VTECは 、 経 口的 に摂 取 され た場 合 ヒ

トの腸 管 内に定着 し、増 殖 する際 にベ ロ毒素(VT)を 産生 す る。 この毒 素 が腸管 に直接 作用 し、

出血性 下痢等 を引 き起 こす と考え られ て いる。 ベロ毒 素 には免疫学 的 に異 なる2種 類 が知 られて

お り、 それぞれVT1、VT2と 分類 され て いる。本菌 は、 その毒素 産 生 に よ りVT1単 独 、VT2

単独 及 び両毒素産生 の3種 類 に分類 され て いるが、 そ の症状 に違 いは確認 されて いな い。

VTECの 血清型 は、0抗 原(菌 体抗 原)、H抗 原(べ ん毛抗原)の 組 み合わせ によ って表 わ さ

れ、例 えば、O1:H1と い う抗原構 造 を もって表現 す る。

日本 で報告 され たVTECに よる集 団 下痢症 例を表2に 示す。 これ に よる と、 ヒ トの感 染症 由

来株 と して高頻度 に検 出 されて い る血 清型 は、O157:H7で あ る。 散発 事例 を含 め る とその他

の血 清型 と して は、O26:H11、O111:H-、Ol28:H2が 高頻 度 に検 出 され て いる。

VTECの 分離は様 々 な ところで試 み られて いる。 芝浦 食肉衛生検 査 所')及 び多 摩食 肉衛生検

査所2)で は、と畜場 に搬 入 された国産 牛 の糞便及 び盲 腸 内容物か ら多種 の血清 型のVTECを 分

離 して お り、 ヒ トの感 染症 由来株 のO157:H7も 検 出 されて い る。VT産 生 株 すべ てが ヒ トに

対 して害 を及ぼすか否 か については、不明 な点 もあ るが、可能性 は否定 で きな い。 そ して、VT

産生株 が ヒ トの感染症 由来株 と同型 で あれば、さらにそ の可能性 は大 にな るもの と考 え られ る。

今回 の調査では、VTECは4品 目か ら検 出 された。血 清型では8種 類(OUT:H34,OUT:H16,

O91:H21,OUT:H2, O45:H11, O83:H16, O20:H19, O132:H2)検 出 され、輸入 食肉等 も

VTECに よ り汚染 され て いる ことが明 らかにな った。O157:H7に よる下 痢症 の事例 で は、 ヒ

トか らヒ トへの二次 感染 がみ られる こ とや、潜状期 間 が長 いことな どか ら、発症菌量 は少量 であ

ると考 え られてい る。

また、今 回検 出 され た血清型 の うち、O91:H21は 過 去 に ヒ トの感 染 由来株 と して分離 され

た型 で もあ り3)こ れ らの輸入食肉等 がVTECに よ る食 中毒 の原 因食 品 にな り得 る ことを示 唆 し

て い る。

今 回 の調 査では、VTECの 他 に大腸 菌群 の検 査 も合 わせ て実施 した。 大腸菌群 の場 合 チル ド

と フロー ズ ンの別 によ り検 出状況 に大 きな違 いが み られた。 フロー ズ ンの場 合 は菌 数が少 な く、

凍結 に よ りダメー ジを受 けた もの と考 え られ る。平 田 ら4)は 、-20℃ に凍結 した牛 肉 中にお け

る腸炎 起因性大腸菌(VTEC O157:H7等)の 動 態 を検 討 し、9ヶ 月 の保存 で も生 残菌数 は あ

ま り減 少 しないと報 告 している。今 回VTECが 検 出 され た検体 は、す べて フロー ズ ン品 で あり、

VTECは 凍結 に耐性 が あ ることが示 唆 され た。

オ おわ りに

今 回 の調査で輸 入牛 肉 につ いて もVTECに 汚染 され てい ることが判 明 した。

今 後 は、ハ ンバー ガ ー等 に用 い られ る挽 肉用原料 の検体数 を増 や し、引 き続 き調 査 を継続 し、

汚染 実態 の解明 に努 め た い。
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表-2日 本で報告 されたVTECに よる集団下痢症例

():死 亡 者数

カ 参考文献

1) 東京都芝 浦 食肉衛生検 査所事 業概要 平 成5年 版

2) 東京都多 摩 食肉衛生検 査所事 業概要 平 成6年 版

3) 甲斐 明美, 工藤 泰雄: 臨床検 査, 36: 1329-1333, 1992

4) 平 田 一 郎他: 東 京衛研年 報, 41: 33-39, 1990
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(11)健 康食品及び機能性食品の衛生学的実態調査

(ルイボス葉加工食品及びギムネマ葉加工食品)

ア 調査 目的

近年、国民の健康志向の高まりと共 に健康の保持、増進はもとよ り成人病予防、生体機能の

調整 といった栄養素 とは異なる効果を求める傾向が強 くなってきてお り、各種の健康食品 ・機

能性食品が販売されている。そこで今回は、古 くからの経験により有用性が認められている 『伝

承的食効食品』としてルイボス葉加工食品及びギムネマ葉加工食品を調査対象 とした。

ルイボスは南アフ リカの高原地帯 に栽培される針葉樹で、多 くの ミネラル分が含まれ現地で

は不老長寿のお茶 として親 しまれている。また、ギムネマはイ ンド原産のガガイモ科のツル性

植物で、糖尿病、健胃等に効果があるとして二千年前か ら現地では利用 されている。 この有効

成分はギムネマ酸であり、葉又は この植物の抽出物を口にすると糖の甘味だけが消失するとこ

ろから研究がなされ、腸管での糖吸収阻害効果が認め られたとの報告がある。平成6年 度は、こ

れ らの乾燥品及びエキスを抽出加工 した製品についての衛生学的実態調査を行 った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 ～平成7年3月

(イ)対 象品目

(1)ル イボス葉加工食品(以 下 ルイボス乾燥品 と略す)13品 目

(2)ギ ムネマ葉加工食品15品 目

a乾 燥葉状(以 下ギムネマ乾燥品 と略す)10品 目

b粒 及び液状(以 下ギムネマ加工品 と略す)5品 目

(ウ)対 象品 目の収集方法

立川、八王子及 び青梅市内の薬局7店 、デパー ト3店 の計10店 舗から購入

(エ)検 査機関

都立衛生研究所 生活科学部 食品研究科 第一、第四及び中毒化学研究室

〃 〃 栄養研究科 食品分析研究室

〃 微生物部 細菌第一研究科 真菌研究室

〃 多摩支所 衛生細菌研究室

(カ)検 査項 目

(1)細 菌及び真菌検査

(2)化 学検査

食品添加物(保 存料、甘味料、着色料、漂白剤)、 ヒ素及び重金属、カ ビ毒r異 物

放射能、総臭素、農薬(有 機塩素系、有機 リン系)

③ 栄養分析 ナ トリウム、 カ リウム、タンニ ン

ウ 調査結果(表-1～6)

(ア)ル イボス葉加工食品

(1)表 示検査の結果、食品衛生法及び薬事法に抵触するものはなかった。原材料別にみると

13検 体中1検 体 を除いてルイボス葉100%で あ った。 また、原産国表示があるものは12

検体であり、全て南 アフリカ共和国であった。

(2)細 菌検査の結果、東京都指導基準の細菌数10万/gを 超えるものはな く、大腸菌群及

び病原菌(黄 色 ブ ドウ球菌、サルモネラ、大腸菌)は 、いずれか らも検出されなか った。
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また、真 菌検 査の結果 、7検 体か ら検 出 されたが、マイ コ トキ シ産生能 を もつ菌株 を検

出 した もの はなか った。 なお、水 分活性 はす べて0.48以 下 であ った。

(3)理 化学検 査結 果

a保 存料 は全 検体か ら、安息 香酸 が0.01g/kg、 サ リチル酸 が0.02g/kg検 出 された

が甘 味料 、着 色料、 漂 白剤 はいずれ の検 体か ら も検 出 され なか った。

bヒ 素及 びカ ドミウムは、 いずれ の検体 と も痕跡程 度で あ った。鉛 は全検体 か ら0.1～

0.3μg/gの 範囲 で検 出 され た。 また、 カ ビ毒 はいず れの検体 か らも検 出 されな か っ

た。

c鉱 物性 異物 が13検 体 中1検 体 か ら2ヶ 検 出 され たが、動物性異物 は検 出 され なか っ

た。

d放 射 能 は、134Cs及び137Csの 合計値 がす べて50Beq/kg以 下 で あ った。

e総 臭 素 は いずれの検体 か らも、18～55ppmの 範 囲で検 出 され た。

f有 機 塩素 系及 び有機 リン系 農薬 はいず れの検体 か ら も検 出 されなか った。

(4)栄 養分析結 果 では、いず れの検 体 か ら もナ トリウムは0.4～1.5mg/100mι,カ リウム

は0.5～1.8mg/100mι 、 タンニ ンは7～26mg/100mι の範 囲で検 出 され た。

(イ)ギ ムネマ葉 加工 食品

(1)表 示検査 の結 果、固有記 号表示 不適正 が15検 体 中1検 体 あ った。薬 事法 に抵 触す る も

のはなか った。 原材料別 にみ ると、乾燥 品10検 体 の うち、 ビムネマ葉 のみは3検 体、 は

と麦 、 ウー ロ ン茶等何種 類か の茶葉 を ブ レン ドして い るものが7検 体 あ った。

粒 状の加 工品5検 体 はギ ム ネマ葉(抽 出物)以 外 に食物繊維、乳糖、 はと麦、各種 ビタ

ミン類等 を添 加 して いた。 また、原産国表示 があ る ものは13検 体で あ った。(イ ン ド、中

国等)

(2)細 菌検 査 の結果、東京都指 導基準 の細 菌数10万/gを 超 え る ものが4検 体 あ り、大腸 菌

群 は、乾 燥 品2検 体 か ら検 出 されたが、病 原菌(黄 色 ブ ドウ球 菌、 サル モネ ラ、大腸菌)

はいずれの検 体 か ら も検 出 されなか った。 また、真菌 は乾燥 品9検 体 か ら検 出 され たが、

マイ コ トキ シ ン産 生能力を もつ菌 株 はな か った。な お、加工品 を除 いて水 分活性 はすべて

0.40以 下 で あ った。

(3)理 化学検 査結 果

a保 存料 は12検 体 か ら安 息香酸 が0.01～0.10g/kgの 範 囲で検 出 され たが、甘味料 、

着色 料、 及 び漂 白剤 は いずれ の検体 か ら も検 出 され なか った。

bヒ 素 は いずれ の検体 と も痕 跡 であ った。 鉛 は11検 体 か ら、0.2～1.7μg/gの 範 囲

で検 出 され た。 また、 カ ドミウムは、1検 体 か ら0.1μg/g検 出 され た。

cカ ビ毒 は乾 燥品 のいず れの検体 か らも検 出 され なか った。

d動 物性 異物 であ るダニが1検 体か ら10g中1匹 、鉱物性 異物であ る石 が2検 体か ら10g

中1及 び3ヶ(径3mm)検 出 された。

e乾 燥品 の放 射能 は、134Cs及び137Csの 合 計値 がすべ て50Beq/kg以 下 であ った。

f総 臭素 は乾 燥品 いずれ の検体 か らも2～32ppmの 範囲 で検 出 された。

g農 薬 は総BHCが10検 体 か ら0。01～0.23ppmの 範 囲で検 出 した。 その うち、1検 体

か らフェ ニ トロチオ ンを0.23ppm検 出 した。

(4)栄 養分析 結果 では、ナ トリウムは14検 体 か ら0.1～130mg/100mι,カ リウムはすべ
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ての検体か ら3.5～1300mg/100mι,タ ンニ ンはすべて の検体 か ら1.5～140mg/100mι

の範囲で検出 した。

エ 考察 とま とめ

(ア)固 有記号表示不 適正 が1検 体 あ ったが、薬 事法 に抵触 す る もの はなか った。

(イ)ル イ ボス乾 燥品 は、表示 に よる とルイボ ス葉 を100%使 用 し他 の茶葉 は ブ レン ドされ て い

なか った。 また、 ギ ムネマ乾燥 品 は7検 体が ギ ムネマ葉以外 の茶 葉を ブ レン ド(2～6種)し

て いた。 これは ブ レ ン ドす るこ とによ りギ ムネマ葉 特有 の苦 味 を和 らげ飲 み易 くす るた め と

思 わ れ る。

(ウ)細 菌 数では、東京 都 の指導基 準 を超 えた もの が4検 体、 大腸菌 群 を検 出 した ものが2検 体

あ った。 しか し、 いずれ も乾燥 品 であ り熱湯 で抽 出す るこ とを考慮 すれ ば問 題 はな いと考 え

られ る。

(エ)真 菌 は乾燥 品の16検 体(70%)か ら検 出 され たが、 マイ コ トキ シン産 生菌 及 びカ ビ毒 は

検 出 されなか った。 また、水分 活性 を考慮 すれ ば問題 はな い と思 われ る。

(オ)安 息香酸 を25検 体(89%)か ら0.01～0.10g/kgの 範囲 で、サ リチル酸が13検 体(46%)

か ら0.01g/kg検 出 され たが、 いずれ も天然 由来 と思 われ る。

(カ)ヒ 素 は検出 され な か った。 鉛及 び カ ドミウム も極 く微量 で衛生上 問題 な い と思わ れ る。

(キ)動 物 性異物及 び鉱物性異物 が一 部検 出 され たが、検 出値 か ら衛生 上問題 はな い と思われ る。

(ク)総 臭素 はすべて の乾燥品 か ら検 出 されたが衛生 上問題 は ない と思 われ る。

(ケ)農 薬 は総BHCを 検 出 した ものが10検 体(36%)、 フェニ トロチオ ンを検 出 した ものが1検

体 あ った。 こ うい った健康 食品か ら、農 薬 が検 出 され ることは好 ま しい ことで はない。

今後 、輸入に あた っては農 薬の検 査 を行わせ る必要 があ る。

オ おわ りに

(ア)細 菌 、添加 物、 栄養分析等 の検 査結果 か らは特 に問題 点 はなか った。

(イ)BHCは 日本 での使 用禁止か ら20年 以上 も経過 して お り、東京都 の調査 で は1988年 以降、

国内産野菜か ら検 出 されて いな い。 しか し、開 発途上国 では今 もなお使 用 されて い るといわ

れて いるが、検 出値 か ら直 ちに衛生 上問題 はな いと思 われ る。

以 上 の ことか ら製 造 ・販売業 者 によ る自主検査、品質 管理 の徹底 と併せ て、 この種 の健康食

品 につ いて規格基 準 の早期設定 が必 要 と考 え る。

―460―



表-1細 菌数検査結果

表-2大 腸菌群検査結果

表-3真 菌検査結果
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表-4理 化学検査結果(そ の1)

BA:安 息香 酸SA:サ リチル酸

表-5理 化学検 査結果(そ の2)

表-6理 化学検査結果(そ の3)

*鉱 物性 異物 は いず れ も径 約3mm
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(12)国 産野菜 ・果実の残留農薬実態調査

ア 調査 目的

現在、厚生省は、食品衛生法による残留農薬基準(以 下 「残留農薬基準」という)の 見直 しに

着手 している。また、一般消費者への情報公開への一環として輸入農産物の検疫データや市場調

査結果を公開する方針にあ り、各都道府県について も公開への協力を要請 している。

こうした基準改定の動 きや情報公開の流れの中で、国産野菜 ・果実の残留農薬の実態を把握す

る必要性は益々増大 している。

国産野菜 ・果実の残留農薬実態調査は、昭和53年 度からの事業であるが、平成4年 度か ら新

しい残留農薬基準に対応するため検査項目に新たな農薬を追加 し実施 してお り、今年度は、農産

物50品 目について残留農薬の調査を行った。

その うち30品 目については無農薬栽培等の名称をつけず一般に流通 している農産物(以 下 「慣

行栽培農産物」という)、10品 目については、いわゆる無農薬栽培(独 自の栽培基準による減農

薬栽培及び有機栽培を含む、以下 「無農薬栽培等」という)の 農産物及び、10品 目については、

農林水産省による 「有機農産物等に係わる青果物等特別表示ガイ ドライン」(以下 「表示 ガイ ド

ライ ン」という)に 則 した表示のある農産物について調査 したのであわせて報告する。

イ 調査内容

(ア)調 査期間 平成6年6月 ～平成6年12月

(イ)対 象農薬

表-1の とお り、昨年度の54農 薬の検査項目に、食品衛生法 による農薬残留基準見直 しに

伴い、新規設定農薬を含め、新たに3農 薬を追加 し、57農 薬 とした、なお、食用菊1検 体に

ついてはチオジカル ブを設定農薬 に追加 して検査を行 った。

(ウ)対 象品 目数

(1)慣 行栽培農産物 13作 物30品 目

(2)無 農薬栽培等農産物 8作 物10品 目

(3)表 示ガイ ドライ ン農産物 6作 物10品 目

(エ)対 象施設

(1)慣 行栽培農産物

多摩地区内のスーパー4ヶ 所 その他2ヶ 所

(2)無 農薬栽培等及び表示 ガイ ドライ ン農産物

多摩地区の無農薬及 び低農薬栽培 などの野菜 ・果実専門販売店3ヶ 所

多摩地区のスーパー ・デパー ト1ヶ 所

(オ)検 査方法

食品衛生法第7条 に基づ く食品、添加物の規格基準中、果実、野菜及び茶の成分規格の試

験法 に準拠 した。

(カ)検 査機関.

衛生研究所 生活科学部食品研究科 農薬分析研究室

ウ 調査結果

(ア)慣 行栽培農産物

(1)表-2の とおり、キュウリ3品 目中1品 目、 ピーマ ン3品 目中2品 目、食用 ギク4品 目中

2品 目、 レタス1品 目中1品 目、サニー レタス4品 目中2品 目か ら農薬を検出 した。
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しか し、ニ ンジ ン4品 目、 ブ ドウ3品 目、 ミニ トマ ト2品 目、 トマ ト2品 目、 ホ ウレ ンソ

ウ、 ナス、 コマ ツナ、 ハ クサイ、各 々1品 目につ いては いずれ も農薬 は検 出 しなか った。

(2)農 薬取締法 によ る登 録保留基準 を超えて検出 した ものは食用菊1品 目、サ ニー レタス1品

目であ った。 これ らにつ いて は、 生産県 に通知 し指導 を依頼 した。

(イ)無 農薬栽培等農 産物及 び表示 ガイ ドライ ン農産 物

(1)表-3の とお り、無農薬栽培等 農産物 か らは、減農薬栽培 の レタス2品 目中1品 目か ら農

薬 を検 出 したが、 キ ュウ リ2品 目、 コマツナ、 サニ ー レタス、 ニ ンジン、ハ クサ イ、 ミニ

トマ ト、 ピー マ ン各1検 体 か らいずれ も農薬 は検 出 しなか った。

(2)表 示 ガイ ドライ ン農産物 か らは、 減農薬栽培 の ミニ トマ ト2品 目中1品 目か ら、 ピー マ

ン3品 目中有機栽 培 の1品 目か ら農薬 を検 出 したが、ニ ンジン2品 目、 レタス、 トマ ト、 ブ

ドウ各1検 体 か らは いずれ も農薬 は検 出 しなか った。

エ 考察 とま とめ

(ア)慣 行栽 培農産物

(1)今 年度 の傾 向 と して は、食 用菊 及 びサニ ー レタスか ら農薬 が高 濃度 に検 出 され た。

サ ニー レタスは、その形 状か ら、結球 す る レタスよ り農薬 の残 留す る可能性 が高 い と考

え られ る。 また、 喫食形態 の ほ とん どが生 食 であ り、今後 も検査 を実施 す る予定 で あ る。

食 用菊は、昨年 度 よ り全体の農薬 の検 出率は低下 したが、一部 に登録保 留基準 を超 えて

農薬 が検出す る品 目 もあ り来年度 も引 き続 き検 査を実施 す る予 定で あ る。

(2)今 年度、検 出 され た農薬6種 類 の中で、残留農薬基 準が設定 されて い る ものはなか った。

また、新 基準 が設 定 され始 め た平 成4年 度 及 び5年 度 の調 査結 果 を現 時点 で の基 準 に当

て はめてみ ると、検 出 された農薬12種 類 の中で基準 の あ るもの は4種 類 で あ った。

この ように、実 際 に検 出 され る農 薬 は、残留農薬 基準 が設 定 されて いな い場合 が多 く見

受 け られ る。 これ らにつ いて、 農薬 の残 留実態 に則 した残留基 準の設定 が望 まれ る。

(イ)無 農 薬栽培等農 産物及 び表示 ガイ ドライ ン農産 物

今 年度 は無農薬栽培等 農産物 と表示 ガイ ドライ ン農産物 の農薬の検出 率 は例年 に比較 して

低 く、好 ま しい傾向 に ある といえ る。

この傾 向は、昨年度 か らの もの であ るが、表示 ガイ ドライ ンが周知 された ことに よる効 果

であ るのかを確 認す るた め、7年 度 以降 の調査 を継続 して実施 す る必要 が あ る。

オ おわ りに

残留農 薬 の新基準 に対応 す るた め、平 成7年 度 につ いては、現在 の57農 薬 の検査項 目に新 規

設 定農薬 を3農 薬追 加 し60農 薬 につ いて検 査項 目を設定 し対応 を はか る予定 で あ る。
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表-1検 査対象農薬 と慣行栽培農産物の検体数及 び検出数

(注)

◇:追 加農薬3農 薬

残留基準:○ は食品衛生法に基づ く残留基準が設定 されている農薬(平 成5年 度末現在)

登録基準:△ は農薬取締法に基づ く登録保留基準が設定 されている農薬

用 途:草 …除草剤 菌…殺菌剤 虫…殺虫剤 ☆…殺虫殺菌剤

▲:登 録保留基準 を超 えた もの

(▲):検 出数のうち登録保留基準を超 えた もの
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表-2慣 行栽培の残留農薬検査結果 (単位:ppm)

(注)▲:登 録保留基準を超 えた もの

表-3無 農薬栽培等の残留農薬検査結果

(注)ガ 減:表 示 ガイ ドライ ンの減農薬栽培 独減:独 自基準の減農薬栽培等

ガ有:表 示 ガイ ドライ ンの有機栽培 独無:独 自基準の無農薬

独有:独 自基準の有機栽培
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(13)畜 水産食品における抗菌性物質の残留実態調査

ア 調査 目的

わが国の畜水産業は、食生活の多様化にともない、畜水産食品の需要が拡大する中で、集団

過密飼育の経営形態を積極的に取 り入れることにより著 しい発展をとげてきた。 しか し、こう

した過密飼育によって発生する病気を防 ぐため、抗菌性物質等の動物用医薬品が使用 されたり

肥育効率をよくするため、抗菌性物質等の飼料添加剤が使用 されている実態がある。

平成6年8月 、養殖魚に残留する薬剤 に対する消費者の不安 を一つの背景として、農林水産

省は 「水産物の品質表示に関するガイ ドライ ン」を作成 し、天然 と養殖の別や生産地を明記す

べきとした。また、一部の生産地においては、薬剤を使用せずに養殖魚を生産する 「無投薬養

殖」の試みが行われている。

当班 は、昭和55年 度か ら本調査を継続 しており、平成6年 度 も引 き続き養殖魚、食肉、鶏

卵、蜂蜜等の畜水産食品について抗菌性物質の残留実態調査を行った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年4月 ～平成7年3月

(イ)対 象品目 合計24品 目、411検 体

(1)養 殖魚介類(エ ビ20検 体、ひ らめ12検 体、あゆ11検 体、ハマチ5検 体、あじ3検 体、

しまあ じ3検 体、真鯛3検 体、ニジマス3検 体、石鯛2検 体、いさき2検 体、すずき2検 体、

カンパチ2検 体、鯉1検 体、 ウナギ1検 体)計14品 目、70検 体

(2)食 肉(鶏 肉95検 体、鶏肝臓11検 体、豚肉69検 体、豚肝臓13検 体、牛肉57検 体、牛肝

臓2検 体)計6品 目、247検 体

(3)そ の他(鶏 卵40検 体、蜂蜜27検 体、 レバー加工品7検 体、ウナギ蒲焼20検 体)計4品

目、94検 体

ウ 検査機関 都立衛生研究所 乳肉研究科 食肉魚介細菌研究室及 び食肉魚介化学研究室

エ 検査項 目及び検査法

平成6年7月1日 衛乳第107号 「平成6年 度畜水産食品の残留有害物質 モニタリング検査の実

施について」(以下 「衛乳第107号 」)別 表 「畜水産食品の残留有害物質モニ タリング検査項 目」

に基づ くとともに、使用 されている可能性のある抗菌性物質の検査を上乗せ して行 った。

(ア)抗 菌性物質:衛 乳第107号 別添2「 畜水産食品中の残留抗菌性物質簡易検査法(改 定)」 に

基づ く簡易検査(ス ク リーニング検査)を 行った。

(イ)抗 生物質:テ トラサイクリン系(TC系),ペ ニ シリン系(PC系),マ クロライ ド系(ML系),

ア ミノグリコシ ド系(AG系)の 各抗生物質については、衛乳第107号 別添3「 畜水産食品中

の残留抗菌性物質の分別推定法」に基づ く系統別分別推定を行った。 また、ポリエーテル系

(サ リノマイシン、モネンシン、ラサロシド)抗 生物質 については、厚生省で定めた 「畜水産

食品の残留物質検査法」に準拠 して検査 した。

(ウ)サ ルファ剤:都 立衛生研究所で開発 した簡易系統別検査法で検査を行い、陽性を示 した も

のにつ き公定法 に従 って分別同定を行った。

(エ)合 成抗菌剤:チ ア ンフェニコール、オルメ トプリム、 トリメ トプリム、 ピリメタミン、モ

ランテル、カルバ ドックス、フラゾ リドン、パナゾン、ナイカルバ ジン、クロピドール、オ

キソリン酸、 ピロミド酸及びナ リジクス酸につ き、平成5年4月1日 付衛乳第79号 中の 「畜

水産食品中の残留合成抗菌剤の一斉分析法(改 定法)」 に準拠 して検査 した。
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オ 調査結果(表-1)

(ア)養 殖魚介類

養殖魚介類14品 目70検 体の筋肉部を検査 したところ、 スクリーニング検査においてすべ

ての検体か ら抗菌性物質を検出 しなか った。公定法に従えば、この後分別推定法による検査

を実施する必要はないが、都 として独自に検査を行った ところ、三重県産の ヒラメ1検 体の

筋肉部からオキシテ トラサイクリン(以 下OTC)を0.07g/kg検 出 し、他の検体か らは抗生

物質、サル ファ剤及 び他の合成抗菌剤を検出 しなかった。

<参考>エ ラ及び内臓.(不 可食部)の 検査

上記70検 体の内臓及びエラにつき、参考 までに筋肉部同様の検査を行った(検 体量不足の

内臓及びエラの合成抗菌剤検査を除 く。)と ころ、あゆ11検 体中2検 体のエラ及び1検 体の

内臓か ら簡易検査(ス クリーニ ング)の 結果抗菌性物質 を検出 した。 また、 ヒラメ12検 体中

1検体のエラ及び1検 体の内臓か らサルファ剤を検出 したが、物質を特定することはできなか

った。筋肉部か らOTCを 検出 した ヒラメ1検 体は、エラからもOTCを0.10g/kg検 出 した。

ハマチ5検 体中1検 体のエラか ら0 .09g/kgのOTCを 、同一検体の内臓からML系 抗生物質

を検出 したが、ML系 抗生物質を特定することはできなか った。

(イ)食 肉

食肉6品 目、247検 体の菌筋肉部を検査 したところ、 スク リーニング検査 においてすべて

の検体から抗菌性物質を検出しなか った。公定法に従えば、この後分別推定法による検査を

実施する必要はないが、都独自に検査を行 ったところ、以下のように抗菌性物質を検出 した。

(1)鶏 肉

国産の鶏肉71検 体、輸入鶏肉24検 体及び国産の鶏肝臓11検 体を検査 したところ、国産

鶏肉1検 体からクロルテ トラサイクリン(以 下CTC)を0.02g/kg検 出 し、4検 体か らAG

系抗生物質を検出 した。また、国産鶏肝臓8検 体か らAG系 抗生物質を検出 し、その うち

2検 体はゲンタマイシンと推定 されたが、他の6検 体は物質を特定することができなか った。

(2)豚 肉

国産の豚肉38検 体、輸入豚肉31検 体及び国産の豚肝臓13検 体を検査 したところ、国産

豚肉1検 体か らCTCを0.02g/kg検 出 し、国産豚肝臓1検 体か らCTCを0.01g/kg検 出

した。また、国産豚肝臓4検 体か らAG系 抗生物質を検出 し、1検 体 はゲンタマイシンと推

定 されたが、他の3検 体は物質を特定することができなか った。

(3)牛 肉

国産の牛肉24検 体、輸入牛肉33検 体及 び国産の牛肝臓2検 体を検査 したところ、国産

の牛肉1検 体からCTCを0.02g/kg検 出 した。

(ウ)そ の他

鶏卵40検 体、蜂蜜27検 体、うなぎ蒲焼20検 体及びレバー加工品7検 体を検査 したところ、

すべての検体か ら抗菌性物質を検 出しなかった。

カ まとめ

本年度の調査の結果、厚生省のモニタリング検査法に定めちれた 「簡易検査法」による陽性検

体はなく、食品衛生法に基づ く処置を行った例はなかった。 しか し、同時に行 った分別推定検査

の結果では 「簡易検査法」の検出下限を下回って抗菌性物質を検 出する検体が若干見 られた。

分別推定検査により抗菌性物質を検出 した検体は、養殖魚1検 体及び国産食肉20検 体(鶏 肉
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5、 鶏肝臓8、 豚肉1、 豚肝臓5、 牛 肉1)で あ り、検 出 した抗菌 性物質 の種 類 は、TC系 抗生 物

質(OTC1、CTC4)及 びAG系 抗生 物質(ゲ ンタマイ シン推定3、 物質 不明13)で あ った。

表-1各 種畜水 産 食品 か らの抗菌 性物 質検 出数(-:不 検 出、NT:検 査せ ず)

*1:限 定 魚種 に限 る*2:正 肉 に限 る*3:国 産正 肉 に限 る*4:輸 入鶏 肉 に限 る

なかで も、国 産鶏 肉 にお けるAG系 抗生 物質の検 出率 の高 さが 目立 って お り、正 肉、肝臓 の合

計 では15.9%(13/82),肝 臓 だ けで は72.7%(8/11)で あ った。 国産豚 肉 におけ る検 出率 は、

正 肉、肝 臓 の合計 で7.8%(4/51)、 肝臓 だけでは30.8%(4/13)で あ った。 また、昨年度 、

国 産食肉 とあ ま り検 出率 に差 の なか った輸 入食肉 に は検 出例 がなか った。

キ 考 察

年 々、検査法 の進歩 によ り検出下限 が低下 して きて いるが、公定法(簡 易 検査法及 び分別推 定

法)に よ り抗菌性 物質 を検出す る率 は低下す る傾 向に ある。 この ことか ら、生産規模 の大型化 に

伴 い、各生産 者 に よ る自主管 理 ・自主 検査 体制が整 備 され て きて いる もの と推測 され る。

その一 方、食品衛 生法 に基づ く処置 を行 うには至 らない ものの、平成3年 頃か ら食 肉 におけ る

AG系 抗生 物質 の検 出(分 別推定検 査法 に よる)例 の増加 傾向が見 られて いる。 なか で も、ゲ ン

タマイ シンの年間供 給量 の急激 な増加(農 水省 「家畜 衛生 統計」よ り)が 何 らか の形 で関与 して

い る可能性 が示唆 され、 この点 につ いて は継続 して調査 す る必要 が あ ると考 え る。
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(14)国 内産加工食品の残留農薬実態調査

ア 調査目的

農産物に残留する農薬の基準については、平成4年 より順次整備 され、平成7年1月 現在、

約130の 農作物に103農 薬の基準が設定 されている。いっぽ う、農産物の加工食品につい

ては、現在も残留農薬基準が設定されていない。加工食品用の原料 として栽培される農産

物には市場に流通する農産物 と農薬の使用実態の異 なるもの もあり、加工食品について も

農薬の残留実態を把握する必要がある。平成5年 度 は国内産農産物を原料 とする加工食品

について、主な農薬の残留実態調査を行 った。

平成6年 度は、生の野菜類 に単純 な塩漬け、ぬか漬けなど加工を施 した一夜漬けを対象

として調査を行 った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成6年10月

(イ)対 象品目

(1)一 夜漬け19品 目

(
き ゅうり4品 目、白菜4品 目、 キ ャベ ツ3品 目、かぶ3品 目

大根3品 目、人参1品 目、 白 う り1品 目 )
(2)原 料(製 品 と同一 ロ ッ トと特定 され る生鮮 野 菜)7品 目

白菜、 き ゅう り、 かぶ、 キ ャベ ツ、大根 、人参 、 白 う り各1品 目

(ウ)対 象品 目の収集方 法

多摩地区 内のつ け物製 造業4軒 か ら製 品(一 夜漬 け)及 びその原料 で ある生鮮 野菜(同

一 ロ ッ トと特定 で き る もののみ)を 購入 し調査 した。

(エ)検 査機関

都 立衛生研究所 多摩支所 衛生 化学研 究室

(オ)検 査項 目

下表 の29農 薬 に つ いて検査 した。
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ウ 検査結果

(ア)製 品(一 夜漬 け)に ついて

一夜漬け19品 目を調査 した ところ、長野県産の白菜を原料 とした浅漬け1品 目か ら有機

リン系殺虫剤であるジメ トエー ト0.06ppmを 検出 し、その他の検査対象農薬を検出 しなか

った。その他の18品 目からはすべての検査対象農薬を検出 しなかった。

(イ)原 料

原料7品 目を調査 したところ、すべての検査対象農薬を検出 しなかった。

エ 考察とまとめ

今回調査対象とした19品 目の一夜漬 けの うち残留農薬を検出 した ものは1品 目のみであ り、

同時に検査 した7品 目の原料野菜についても残留農薬を検出 した ものはなかった(下 表参照)

TPN(ク ロロタロニル)等 の中には、微生物による食品の発酵過程において速やかに減少

するものもあるといわれているが、今回調査にあっては製造工程中あるいは発酵中における残

留農薬の消長 につ いては考察を加 えることができなか った。

今後の調査にあっては、農産物 自体において農薬の検出率の高い原料野菜(キ ュウリ、かぶ、

白菜等)に 的を絞 り、年間を通 じて検査する必要があると思われる。

(-:検 査 せ ず)
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(15)輸 入 農産 物加工 品 に残 留 す る殺虫剤 等 の衛生学 的実態調 査

ア 調 査 目的

輸入 食品は生産 国 によ って、気 候風土 や食習慣 に も違 いが あ り、食品衛生 に関 する考 え方や

法規 制 が異 なるほか、衛生的 な面 での製造実 態や農薬、添加物 の使 用 につ いて も不明 な ことが

多 い。特 に農産物 は、長 期間の貯蔵 や輸送 に伴 う害虫 の発生 と、その被害 を防止す るため、収

穫後 に殺虫剤等 の農薬 が使 用 され る ことが ある。 しか し、輸入農 産物加工 品 には、食品衛生 法

に基 づ く残 留農薬 基準 が設定 され て お らず、加工 食品 中の残留 実態 も明 らか でな い。

これ らの ことか ら、収 穫後 に使用 され る農薬 の うち、殺菌剤 及 び殺虫剤 と して使用 され る ク

ロル ピ リホスメチ ル、 ピ リミホス メチル、イマザ リル、 カルベ ンダゾー ル(ベ ノ ミルを含む)

及 び、かん きつ等 に残留実態例 の多 か ったエチオ ン、並 びに防 ばい剤 と して使用 され るOPP、

TBZ、DPに ついて、残 留実態 を調査 したので報告 す る。

イ 調査 方法

(ア)実 施期 間 平 成6年4月 か ら平成7年3月

(イ)実 施方法

市 販の輸入農産 物加工 品 を買 い上 げ等 によ り収集 した。

(ウ)対 象施設

都 内の輸入業 者 、販売業 者 を対象 と した。

(エ)調 査品 目

輸入農産物加工 品71品 目(シ リアル食品14品 目、穀 類加工 品20品 目、原 料用果汁27品

目、 マーマ レー ド5品 目、 トマ トピュー レ5品 目)

(オ)検 査項 目

(1)農 薬 ク ロル ピ リホス メチル、ピリミホスメチル、イマザ リル、カルベ ンダゾール、

エ チオ ン

(2)防 ばい剤OPP、TBZ、DP

(カ)検 査機 関

東 京都立衛生研 究所 食品研 究科 農薬 分析研究 室及 び食品化 学第一 研究 室

ウ 検査方 法

昭和50年 厚生 省告 示第309号 残留 農薬 分析 法 増 補残 留農薬 分析法Draft等 に準拠

エ 調査結 果

(ア)殺 虫剤、殺菌 剤

(1)ク ロル ピリホ スメチル

シリアル食品14品 目、穀類 加工 品20品 目、原 料用果 汁13品 目、 トマ トピュー レ5品

目、 ジャム、 マー マ レー ド5品 目の合計57品 目につ いて調 査 した と ころオー ス トラ リア

産 の シリアル食品(オ ー トミー ル)1品 目か らクロル ピリホスメチルを0.07ppm検 出 した。

(2)ピ リホスメ チル

シ リアル食 品14品 目、穀類 加工 品20品 目、原 料用果 汁13品 目、 トマ トピュー レ5品

目、 ジャム、 マー マ レー ド5品 目の合計57品 目につ いて調査 を実施 したが、 いず れの検

体 か らもピ リ ミホスメチル は検 出 しなか った。

(3)イ マザ リル

原料用果汁24品 目、 トマ トピュー レ5品 目、 ジャム、マーマ レー ド5品 目の合計34品
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目につ いて調査 を実施 した が、 いずれの検 体 か ら もイマザ リルは検 出 しなか った。

(4)カ ルベ ンダ ゾール

原料 用果汁13品 目、 トマ トピュー レ5品 目、 ジャム、マー マ レー ド5品 目の合計24品

目につ いて調 査 を実施 したが いずれの検体 か らもカルベ ンダゾールは検 出 しなか った。

(5)エ チオ ン

シリアル食 品14品 目、穀 類加 工品20品 目、原料 用果汁13品 目、 トマ トピュー レ5品

目、 ジャム、 マーマ レー ド5品 目の合計57品 目 につ いて調 査を実施 したが、 いず れの検

体か らもエ チオ ンは検 出 しなか った。

(イ)防 ば い剤

(1)オ ル トフェニル フ ェノー ル(OPP)

トマ トピュー レ5品 目、 ジ ャム、マーマ レー ド5品 目、原 料用果 汁25品 目の合計35品

目につ いて調 査 を実施 したが 、 いずれの検体 か らもOPPは 検出 しなか った。

(2)チ アベ ンダゾール(TBZ)

トマ トピュー レ5品 目、 ジャム、マー マ レー ド5品 目、原 料用果汁26品 目の合計36品

目につ いて調 査 を実施 した が、 いずれの検 体か らもTBZは 検 出 しなか った。

(3)ジ フェニル(DP)

トマ トピュ-レ5品 目、 ジャム、マーマ レー ド5品 目、原料 用果汁25品 目の合計35品

目につ いて調査 を実施 したが、 いずれ の検 体 か らもDPは 検 出 しなか った。

オ 考察

(ア)殺 虫剤、殺 菌剤等

(1)ク ロル ピ リホスメチル

クロル ピリホ スメチルがオ ー ス トラ リア産 のオ-ト ミー ルか ら0.07ppm検 出 されたが、

この値 を 「表-3」 の全粒 小麦 粉パ ン許容量2ppmと 比較 す る と、約1/30程 度の検 出値

であ った。

3年 度か ら5年 度 までの輸 入農産物 の残留農薬 調査(以 下:残 留農 薬調査)に お け る検

出状況 をみ る と、250品 目中16品 目か ら検 出 してお り、地域別 では オセアニア6品 目(ふ

す ま4品 目、オ ー トミ-ル1品 目、 シリアル1品 目)、 南 北 アメ リカ9品 目(シ リアル3品

目、 オー トミー ル2品 目、ふ す ま2品 目、小麦1品 目、小麦粉1品 目)及 び ヨー ロッパ で

は、 イギ リスの シ リアル1品 目か ら検 出 してい る。

今 回の調 査 では、オセ アニ アが6品 目、南北 アメ リカ19品 目、 ヨー ロッパが31品 目及

びア ジアが1品 目の合計57品 目であ ったが、 クロル ピ リホ スメチルを検 出 したの はオ ー

ス トラリアの シ リアル1品 目の みであ った。 しか し、単年度 のみ の調査結 果か らは クロル

ピリホスメチルの使 用頻 度 が少 な くなった とはいえず、今後 も継続 した調査が必要 と思 わ

れ る。

(2)ピ リミホスメ チル

今回の調査 で は、 いずれの検 体 か らも検 出 されなか ったが、残 留農薬 調査で は250品

目中10品 目か ら検 出 してい る。 原産国別 では、 ヨー ロ ッパ地域 の イ タ リア産パ スタ5品

目、 オラ ンダ産 シ リアル1品 目、 チ ェコスロバ キ ア産麦芽1品 目の計8品 目か ら、オ セァ

ニア地域 では、オ-ス トラ リア産 オー トミール1品 目、 ニュー ジー ラ ン ド産麦芽1品 目の

計2品 目か ら検 出 して いる。
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残 留農薬調査 では、イ タ リア産 のパ ス タか らの検 出例 が多 か ったが、今回の調査 では穀

類加工 品の14品 目(ス パゲ ッテ ィ、 ラザニ ア、マ カロニ)か ら全 く検 出 されず、 ポ ス ト

ハ ーベス トと しての使 用が認 め られなか った。 しか し、単 年度の みの結 果 では農薬使 用 の

有無 を判断す る ことが難 しい もの と思 われ る。

(3)イ マザ リル

原料用果 汁24品 目を調査 したが、イマザ リルは全 く検 出 されな か った。残 留農 薬調 査

では アメ リカ産 の生鮮柑橘類134品 目中53品 目(オ レン ジ43品 目中18品 目、 グ レー プ

フルー ツ36品 目中16品 目、 レモ ン29品 目中19品 目)か らイマザ リルを検 出 して い るが、

加工 用の柑橘類 は、長期 間保 存 され ることが ない ことか ら、イマザ リルの使用 は必要 な い

もの と思わ れ る。

しか し、果 実加工品 では、果 汁25品 目中2品 目(イ ス ラエ ル及 びイ タ リアの レモ ン果

汁)検 出 して い ることか ら、ア メ リカ以外 の地域 で は、ポス トハーベ ス トとしての使 用 に

つ いて は特定 で きなか った。

(4)カ ルベ ンダゾール

今年度の調 査で はいずれの検 体 か らも検 出 されなか った。調 査品 目が5品 目と少 なか っ

た ことか ら、そ の使 用実態 を把 握す ることがで きな か った。

(5)エ チオ ン

今年度の調 査で はいずれの検 体 か らも検出 されなか った。残 留農 薬調査 で も、加工食 品

82品 目中イ ン ド産紅茶1品 目の みの検 出であ った。

(イ)防 ばい剤

今回 の調査及 び残留農薬調査 にお いて も加工品か らの検 出例 がな く、ポ ス トハーベ ス トと

しての使用は ない もの と思 わ れ る。

残留農薬 は、国 際的 に もその安 全性 の評 価が行われ て いるが、東京都 の生 活文化局消 費者

部が行 った調査 によ ると、諸外 国で は、農産物 を対象 と した モニ タ リング検 査や二酸化炭 素

+窒 素及 び熱殺菌等 の非薬剤 によ る貯蔵や輸送技術の採用 な ど輸 出各国 にお いて も農薬 に対

す る様 々な取 り組 みが実 施 されつ つあ る ことが うかが え る。

カ まとめ

残留 農薬調査で は、28品 目の穀 類 及 びその加工品 か ら、 ク ロル ピリホスメ チル、 ピ リ ミホ

スメチル、イマザ リルが検 出 され たが、今回 の調 査で は、オー ス トラ リア産 オ ー トミール1品

目か らクロル ピリホスメチルが検 出 された に とどま った。 しか し今年 度 の調査 結果のみで は収

穫後 の農薬 の使 用が減少 してい る とは いい難 い。

農産物 の種類 や、原産国 、さらにはその年 の天候 によ って も農薬の使 用が ま ちまちで あ るこ

とか ら、今後 も特 に収穫後 に使用 され る農薬 の動 向につ いて、生産国 の情報 収 集や継 続 した残

留実 態調査 が必 要で あ ると思 われ る。
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